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１【提出理由】

　当社は、2022年８月25日開催の取締役会において、2022年10月14日を効力発生日として、当社を株式交換完全親会

社、当社の連結子会社である岡三にいがた証券株式会社（以下「岡三にいがた証券」という。）、三晃証券株式会社

（以下「三晃証券」という。）、三縁証券株式会社（以下「三縁証券」という。）及び岡三ビジネスサービス株式会社

（以下「岡三ビジネスサービス」という。）の４社（以下「対象子会社４社」という。）を株式交換完全子会社とする

株式交換（以下「本株式交換」という。）を行うことを決議し、対象子会社４社との間でそれぞれ株式交換契約を締結

いたしましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２

の規定に基づき、本臨時報告書を提出いたします。

 

２【報告内容】

(1）本株式交換の相手会社についての事項

　①商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、総資産の額及び事業の内容

岡三にいがた証券

商号 岡三にいがた証券株式会社

本店の所在地 新潟県長岡市大手通1-5-5

代表者の氏名 取締役会長兼社長 江越　誠

資本金の額 852百万円（2022年３月31日現在）

純資産の額 20,051百万円（2022年３月31日現在）

総資産の額 30,390百万円（2022年３月31日現在）

事業の内容 金融商品取引業

 

三晃証券

商号 三晃証券株式会社

本店の所在地 東京都中央区日本橋茅場町3-2-2

代表者の氏名 取締役社長　古賀　伸一

資本金の額 300百万円（2022年３月31日現在）

純資産の額 6,087百万円（2022年３月31日現在）

総資産の額 9,727百万円（2022年３月31日現在）

事業の内容 金融商品取引業

 

三縁証券

商号 三縁証券株式会社

本店の所在地 愛知県名古屋市中村区名駅南1-24-30

代表者の氏名 取締役社長　小原　良悟

資本金の額 150百万円（2022年３月31日現在）

純資産の額 6,256百万円（2022年３月31日現在）

総資産の額 9,381百万円（2022年３月31日現在）

事業の内容 金融商品取引業

 

岡三ビジネスサービス

商号 岡三ビジネスサービス株式会社

本店の所在地 東京都中央区日本橋本町4-11-5

代表者の氏名 取締役社長　渕上　貴広

資本金の額 100百万円（2022年３月31日現在）

純資産の額 3,410百万円（2022年３月31日現在）

総資産の額 3,535百万円（2022年３月31日現在）

事業の内容 事務代行業、人材派遣業等
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　②最近３年間に終了した各事業年度の営業収益、営業利益、経常利益及び純利益

 

岡三にいがた証券

（単位：百万円）

事業年度 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

営業収益 2,791 3,430 3,297

営業利益 228 770 649

経常利益 586 1,096 916

当期純利益 438 760 2,974

 

三晃証券

（単位：百万円）

事業年度 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

営業収益 646 1,048 720

営業利益 △　32 147 △　12

経常利益 31 208 51

当期純利益 19 192 31

 

三縁証券

（単位：百万円）

事業年度 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

営業収益 1,286 1,957 1,774

営業利益 259 703 497

経常利益 268 704 492

当期純利益 175 465 338

 

岡三ビジネスサービス

（単位：百万円）

事業年度 2020年３月期 2021年３月期 2022年３月期

営業収益 1,009 987 944

営業利益 137 150 72

経常利益 155 169 93

当期純利益 104 110 64

 

　③大株主の名称及び発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合

 

岡三にいがた証券

（2022年８月24日現在）

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

株式会社岡三証券グループ 58.04

岡三アセットマネジメント株式会社 8.01

三縁証券株式会社 5.90

岡三ビジネスサービス株式会社 5.46

株式会社第四北越銀行 4.98

三晃証券株式会社 2.23

個人株主 1.46

株式会社ブルボン 1.41
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日本精機株式会社 1.00

株式会社リンコーコーポレーション 0.87

（注）持株数の割合は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

 

三晃証券

（2022年８月24日現在）

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

株式会社岡三証券グループ 56.15

岡三アセットマネジメント株式会社 21.21

岡三にいがた証券株式会社 5.26

三縁証券株式会社 5.26

個人株主５名 12.12

（注）持株数の割合は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

 

三縁証券

（2022年８月24日現在）

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

株式会社岡三証券グループ 73.99

岡三ビジネスサービス株式会社 9.75

岡三アセットマネジメント株式会社 6.09

岡三にいがた証券株式会社 4.87

三晃証券株式会社 4.87

三東株式会社 0.42

（注）持株数の割合は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

 

岡三ビジネスサービス

（2022年８月24日現在）

大株主の名称 発行済株式の総数に占める大株主の持株数の割合（％）

株式会社岡三証券グループ 65.00

岡三アセットマネジメント株式会社 20.00

岡三にいがた証券株式会社 5.00

三晃証券株式会社 5.00

三縁証券株式会社 5.00

（注）持株数の割合は小数点第３位を四捨五入して表示しております。

 

　④提出会社との間の資本関係、人的関係及び取引関係

 

岡三にいがた証券

資本関係

当社は岡三にいがた証券の発行済株式総数（5,489,940株）の58.04％に相当する

3,186,543株の株式を保有しており、岡三にいがた証券は当社の連結子会社でありま

す。

人的関係 当社執行役員１名が岡三にいがた証券の取締役を兼務しております。

取引関係 該当事項はありません。

三晃証券

資本関係
当社は三晃証券の発行済株式総数（280,500株）の56.15％に相当する157,500株の株式

を保有しており、三晃証券は当社の連結子会社であります。

人的関係 当社従業員１名が三縁証券の監査役を兼務しております。
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取引関係 該当事項はありません。

 

三縁証券

資本関係
当社は三縁証券の発行済株式総数（1,608,700株）の73.99％に相当する1,190,300株の

株式を保有しており、三縁証券は当社の連結子会社であります。

人的関係 当社執行役員１名が三縁証券の監査役を兼務しております。

取引関係 該当事項はありません。

 

岡三ビジネスサービス

資本関係
当社は岡三ビジネスサービスの発行済株式総数（2,000株）の65.00％に相当する1,300

株の株式を保有しており、岡三ビジネスサービスは当社の連結子会社であります。

人的関係
当社執行役員１名及び当社従業員１名が岡三ビジネスサービスの取締役を兼務しており

ます。

取引関係 該当事項はありません。

 

(2）本株式交換の目的

　当社では、グループの経営資源をより強固な形で集結させるとともに、効率的かつ機動的なグループ運営を行う

ことを目的に、グループ会社の完全子会社化を進めております。本方針に基づき、今般、対象子会社４社との間

で、当社を株式交換完全親会社、対象子会社４社をそれぞれ株式交換完全子会社とする株式交換を実施することと

いたしました。当社グループといたしましては、引き続き、創業100周年を越えてお客さまから信頼され成長を続

けられる体制を確立し、持続的な企業価値の向上に努めてまいります。

 

(3）本株式交換の方法、株式交換に係る割当ての内容その他の株式交換契約の内容

　①本株式交換の方法

当社を株式交換完全親会社、対象子会社４社を株式交換完全子会社とする株式交換です。本株式交換は、当社につ

いては会社法第796条第２項の規定に基づく簡易株式交換の手続きにより株主総会の承認を得ずに、対象子会社４社

については2022年10月４日開催予定の臨時株主総会において承認を受けたうえで、2022年10月14日を効力発生日とし

て行う予定です。

 

　②本株式交換に係る割当ての内容

岡三にいがた証券

 岡三証券グループ

（株式交換完全親会社）

岡三にいがた証券

（株式交換完全子会社）

本 株 式 交 換 に 係 る 交 換 比 率 1 6.36

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式14,649,604株（予定）

（注）当社は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時における岡三にいがた証券の株主

名簿に記載又は記録された岡三にいがた証券の株主（但し、当社を除く。）に対し、岡三にいがた証券の普通

株式に代わり、その所有する岡三にいがた証券の普通株式１株につき、当社の普通株式6.36株の割合をもっ

て、割当て交付いたします。当社の普通株式の交付は株式の新規発行により行う予定です。

 

三晃証券

 岡三証券グループ

（株式交換完全親会社）

三晃証券

（株式交換完全子会社）

本 株 式 交 換 に 係 る 交 換 比 率 1 32.50

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式3,997,500株（予定）
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（注）当社は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時における三晃証券の株主名簿に記

載又は記録された三晃証券の株主（但し、当社を除く。）に対し、三晃証券の普通株式に代わり、その所有す

る三晃証券の普通株式１株につき、当社の普通株式32.50株の割合をもって、割当て交付いたします。当社の

普通株式の交付は株式の新規発行により行う予定です。

 

三縁証券

 岡三証券グループ

（株式交換完全親会社）

三縁証券

（株式交換完全子会社）

本 株 式 交 換 に 係 る 交 換 比 率 1 7.65

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式3,200,760株（予定）

（注）当社は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時における三縁証券の株主名簿に記

載又は記録された三縁証券の株主（但し、当社を除く。）に対し、三縁証券の普通株式に代わり、その所有す

る三縁証券の普通株式１株につき、当社の普通株式7.65株の割合をもって、割当て交付いたします。当社の普

通株式の交付は株式の新規発行により行う予定です。

 

岡三ビジネスサービス

 岡三証券グループ

（株式交換完全親会社）

岡三ビジネスサービス

（株式交換完全子会社）

本 株 式 交 換 に 係 る 交 換 比 率 1 4,363.20

本株式交換により交付する株式数 当社の普通株式3,054,240株（予定）

（注）当社は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時における岡三ビジネスサービスの

株主名簿に記載又は記録された岡三ビジネスサービスの株主（但し、当社を除く。）に対し、岡三ビジネス

サービスの普通株式に代わり、その所有する岡三ビジネスサービスの普通株式１株につき、当社の普通株式

4,363.20株の割合をもって、割当て交付いたします。当社の普通株式の交付は、当社が保有する自己株式のう

ち1,900,000株の充当及び株式の新規発行により行う予定です。

 

本株式交換に伴い、当社の普通株式１株に満たない端数の割当交付を受けることとなる対象子会社４社の株主に対

しては、会社法第234条の規定に従い処理いたします。

なお、上記の株式交換比率（以下「本株式交換比率」という。）について、算定の根拠となる諸条件に重大な変更

が生じた場合は、対象子会社４社と協議の上、変更することがあります。

 

　③その他の株式交換契約の内容

当社が対象子会社４社との間で締結した株式交換契約の内容は、以下のとおりです。
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岡三にいがた証券

 

株式交換契約書

 

株式会社岡三証券グループ（以下「甲」という。）及び岡三にいがた証券株式会社（以下「乙」という。）は、甲

と乙の株式交換（以下「本株式交換」という。）に関し、次のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締

結する。

 

第１条（本株式交換の形式）

甲及び乙は、本契約に従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換を行う。

 

第２条（当事会社の商号及び住所）

　株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（1）株式交換完全親会社（甲）

商号：株式会社岡三証券グループ

住所：東京都中央区日本橋一丁目17番６号

（2）株式交換完全子会社（乙）

商号：岡三にいがた証券株式会社

住所：新潟県長岡市大手通一丁目５番地５

 

第３条（本株式交換に際して交付する株式及びその割り当て）

１．甲は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時（以下「基準時」という。）にお

ける乙の株主名簿に記載又は記録された乙の株主（但し、甲を除く。以下「本割当対象普通株主」という。）に

対し、乙の普通株式に代わり、その所有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株式6.36株を乗じて得た数の甲

の普通株式を交付する。

２．前項の交付の方法としては、甲は、本株式交換に際して、本割当対象普通株主に対し、その有する乙の普通

株式１株につき、甲の普通株式6.36株の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。

３．前二項に従い本割当対象普通株主に対して甲が割当て交付しなければならない甲の普通株式の数に１株に満

たない端数があるときは、甲は、会社法第234条の規定に従い処理する。

 

第４条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第39条の規定に従い甲が別途適当に定め

る金額とする。

 

第５条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2022年10月14日とする。但し、本株式交

換の手続上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第６条（株式交換承認総会）

１．甲は、会社法第796条第２項の規定により、本契約につき同法第795条第１項に定める株主総会の決議による

承認を得ることなく、本株式交換を行う。但し、同法第796条第３項の規定により、本株式交換に関して甲の株

主総会による本契約の承認を得ることが必要となった場合には、甲は、効力発生日の前日までに、本契約の承認

及び本株式交換に必要な事項に関する甲の株主総会決議を求める。

２．乙は、効力発生日の前日までに、本契約につき会社法第783条第１項に定める株主総会の決議による承認を求

める。

 

第７条（自己株式の消却）
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乙は、基準時において保有する自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第785条第1項に定める反対株主

の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得するものを含む。）の全部を、効力発生日の前日までに開催する

乙の取締役会決議により、基準時をもって消却する。

 

第８条（剰余金の配当の制限）

乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、乙の株主に対していかなる剰余金の配当も行わない。

 

第９条（会社財産の管理等）

甲及び乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意をもって、それぞれ業務を

執行し、かつ一切の財産を管理するものとし、各々の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある行為を

行う場合には、あらかじめ甲乙協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第10条（株式交換費用）

本株式交換に必要な費用は、すべて甲の負担とする。

 

第11条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

１．本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、本株式交換に関して、甲又は乙の取締役又は監査役が善管

注意義務に違反するおそれがあると合理的に判断する場合その他本契約に従った本株式交換の実行の支障となり

得る重大な事象が発生又は判明した場合、甲及び乙は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除

することができる。

２．前項のほか、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、天災地変その他の事由により、甲又は乙の財

産又は経営状態に重大な変動が発生した場合、若しくは隠れたる重大な瑕疵が発見された場合には、甲及び乙

は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除することができる。

 

第12条（本契約の効力）

本契約は、効力発生日の前日までに、第６条に定める甲若しくは乙の株主総会の決議による承認を得られなかっ

た場合、前条に従い本契約が解除された場合、又は法令に定める関係官庁の承認等が得られない場合には、その効

力を失うものとする。

 

第13条（協議事項）

本契約に定めるもののほか、本株式交換に必要な事項は、本契約の目的及び趣旨に従って、甲乙協議し合意の

上、これを定めるものとする。

 

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。

 

2022年８月25日

 

（甲）　東京都中央区日本橋一丁目17番６号

株式会社岡三証券グループ

取締役社長　新芝　宏之　㊞

 

（乙）　新潟県長岡市大手通一丁目５番地５

岡三にいがた証券株式会社

取締役会長兼社長　江越　誠　㊞
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三晃証券

 

株式交換契約書

 

株式会社岡三証券グループ（以下「甲」という。）及び三晃証券株式会社（以下「乙」という。）は、甲と乙の株

式交換（以下「本株式交換」という。）に関し、次のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（本株式交換の形式）

甲及び乙は、本契約に従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換を行う。

 

第２条（当事会社の商号及び住所）

株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（1）株式交換完全親会社（甲）

商号：株式会社岡三証券グループ

住所：東京都中央区日本橋一丁目17番６号

（2）株式交換完全子会社（乙）

商号：三晃証券株式会社

住所：東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番２号

 

第３条（本株式交換に際して交付する株式及びその割り当て）

１．甲は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時（以下「基準時」という。）にお

ける乙の株主名簿に記載又は記録された乙の株主（但し、甲を除く。以下「本割当対象普通株主」という。）に

対し、乙の普通株式に代わり、その所有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株式32.50株を乗じて得た数の

甲の普通株式を交付する。

２．前項の交付の方法としては、甲は、本株式交換に際して、本割当対象普通株主に対し、その有する乙の普通

株式１株につき、甲の普通株式32.50株の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。

３．前二項に従い本割当対象普通株主に対して甲が割当て交付しなければならない甲の普通株式の数に１株に満

たない端数があるときは、甲は、会社法第234条の規定に従い処理する。

 

第４条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第39条の規定に従い甲が別途適当に定め

る金額とする。

 

第５条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2022年10月14日とする。但し、本株式交

換の手続上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第６条（株式交換承認総会）

１．甲は、会社法第796条第２項の規定により、本契約につき同法第795条第１項に定める株主総会の決議による

承認を得ることなく、本株式交換を行う。但し、同法第796条第３項の規定により、本株式交換に関して甲の株

主総会による本契約の承認を得ることが必要となった場合には、甲は、効力発生日の前日までに、本契約の承認

及び本株式交換に必要な事項に関する甲の株主総会決議を求める。

２．乙は、効力発生日の前日までに、本契約につき会社法第783条第１項に定める株主総会の決議による承認を求

める。

 

 

第７条（自己株式の消却）
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乙は、基準時において保有する自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第785条第１項に定める反対株主

の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得するものを含む。）の全部を、効力発生日の前日までに開催する

乙の取締役会決議により、基準時をもって消却する。

 

第８条（剰余金の配当の制限）

乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、乙の株主に対していかなる剰余金の配当も行わない。

 

第９条（会社財産の管理等）

甲及び乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意をもって、それぞれ業務を

執行し、かつ一切の財産を管理するものとし、各々の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある行為を

行う場合には、あらかじめ甲乙協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第10条（株式交換費用）

本株式交換に必要な費用は、すべて甲の負担とする。

 

第11条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

１．本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、本株式交換に関して、甲又は乙の取締役又は監査役が善管

注意義務に違反するおそれがあると合理的に判断する場合その他本契約に従った本株式交換の実行の支障となり

得る重大な事象が発生又は判明した場合、甲及び乙は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除

することができる。

２．前項のほか、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、天災地変その他の事由により、甲又は乙の財

産又は経営状態に重大な変動が発生した場合、若しくは隠れたる重大な瑕疵が発見された場合には、甲及び乙

は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除することができる。

 

第12条（本契約の効力）

本契約は、効力発生日の前日までに、第６条に定める甲若しくは乙の株主総会の決議による承認を得られなかっ

た場合、前条に従い本契約が解除された場合、又は法令に定める関係官庁の承認等が得られない場合には、その効

力を失うものとする。

 

第13条（協議事項）

本契約に定めるもののほか、本株式交換に必要な事項は、本契約の目的及び趣旨に従って、甲乙協議し合意の

上、これを定めるものとする。

 

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。

 

2022年８月25日

 

（甲）　東京都中央区日本橋一丁目17番６号

株式会社岡三証券グループ

取締役社長　新芝　宏之　 ㊞

 

（乙）　東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番２号

三晃証券株式会社

取締役社長　古賀　伸一　 ㊞
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三縁証券

 

株式交換契約書

 

株式会社岡三証券グループ（以下「甲」という。）及び三縁証券株式会社（以下「乙」という。）は、甲と乙の株

式交換（以下「本株式交換」という。）に関し、次のとおり株式交換契約（以下「本契約」という。）を締結する。

 

第１条（本株式交換の形式）

甲及び乙は、本契約に従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換を行う。

 

第２条（当事会社の商号及び住所）

株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（1）株式交換完全親会社（甲）

商号：株式会社岡三証券グループ

住所：東京都中央区日本橋一丁目17番６号

（2）株式交換完全子会社（乙）

商号：三縁証券株式会社

住所：愛知県名古屋市中村区名駅南一丁目24番30号

 

第３条（本株式交換に際して交付する株式及びその割り当て）

１．甲は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時（以下「基準時」という。）にお

ける乙の株主名簿に記載又は記録された乙の株主（但し、甲を除く。以下「本割当対象普通株主」という。）に

対し、乙の普通株式に代わり、その所有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株式7.65株を乗じて得た数の甲

の普通株式を交付する。

２．前項の交付の方法としては、甲は、本株式交換に際して、本割当対象普通株主に対し、その有する乙の普通

株式１株につき、甲の普通株式7.65株の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。

３．前二項に従い本割当対象普通株主に対して甲が割当て交付しなければならない甲の普通株式の数に１株に満

たない端数があるときは、甲は、会社法第234条の規定に従い処理する。

 

第４条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第39条の規定に従い甲が別途適当に定め

る金額とする。

 

第５条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2022年10月14日とする。但し、本株式交

換の手続上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第６条（株式交換承認総会）

１．甲は、会社法第796条第２項の規定により、本契約につき同法第795条第１項に定める株主総会の決議による

承認を得ることなく、本株式交換を行う。但し、同法第796条第３項の規定により、本株式交換に関して甲の株

主総会による本契約の承認を得ることが必要となった場合には、甲は、効力発生日の前日までに、本契約の承認

及び本株式交換に必要な事項に関する甲の株主総会決議を求める。

２．乙は、効力発生日の前日までに、本契約につき会社法第783条第１項に定める株主総会の決議による承認を求

める。

 

 

第７条（自己株式の消却）

EDINET提出書類

株式会社岡三証券グループ(E03756)

臨時報告書

11/16



乙は、基準時において保有する自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第785条第1項に定める反対株主

の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得するものを含む。）の全部を、効力発生日の前日までに開催する

乙の取締役会決議により、基準時をもって消却する。

 

第８条（剰余金の配当の制限）

乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、乙の株主に対していかなる剰余金の配当も行わない。

 

第９条（会社財産の管理等）

甲及び乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意をもって、それぞれ業務を

執行し、かつ一切の財産を管理するものとし、各々の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある行為を

行う場合には、あらかじめ甲乙協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第10条（株式交換費用）

本株式交換に必要な費用は、すべて甲の負担とする。

 

第11条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

１．本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、本株式交換に関して、甲又は乙の取締役又は監査役が善管

注意義務に違反するおそれがあると合理的に判断する場合その他本契約に従った本株式交換の実行の支障となり

得る重大な事象が発生又は判明した場合、甲及び乙は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除

することができる。

２．前項のほか、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、天災地変その他の事由により、甲又は乙の財

産又は経営状態に重大な変動が発生した場合、若しくは隠れたる重大な瑕疵が発見された場合には、甲及び乙

は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除することができる。

 

第12条（本契約の効力）

本契約は、効力発生日の前日までに、第６条に定める甲若しくは乙の株主総会の決議による承認を得られなかっ

た場合、前条に従い本契約が解除された場合、又は法令に定める関係官庁の承認等が得られない場合には、その効

力を失うものとする。

 

第13条（協議事項）

本契約に定めるもののほか、本株式交換に必要な事項は、本契約の目的及び趣旨に従って、甲乙協議し合意の

上、これを定めるものとする。

 

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。

 

2022年８月25日

 

（甲）　東京都中央区日本橋一丁目17番６号

株式会社岡三証券グループ

取締役社長　新芝　宏之　 ㊞

 

（乙）　愛知県名古屋市中村区名駅南一丁目24番30号

三縁証券株式会社

取締役社長　小原　良悟　 ㊞
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岡三ビジネスサービス

 

株式交換契約書

 

株式会社岡三証券グループ（以下「甲」という。）及び岡三ビジネスサービス株式会社（以下「乙」という。）

は、甲と乙の株式交換（以下「本株式交換」という。）に関し、次のとおり株式交換契約（以下「本契約」とい

う。）を締結する。

 

第１条（本株式交換の形式）

甲及び乙は、本契約に従い、甲を株式交換完全親会社、乙を株式交換完全子会社とする株式交換を行う。

 

第２条（当事会社の商号及び住所）

株式交換完全親会社及び株式交換完全子会社の商号及び住所は、次のとおりである。

（1）株式交換完全親会社（甲）

商号：株式会社岡三証券グループ

住所：東京都中央区日本橋一丁目17番６号

（2）株式交換完全子会社（乙）

商号：岡三ビジネスサービス株式会社

住所：東京都中央区日本橋本町四丁目11番５号

 

第３条（本株式交換に際して交付する株式及びその割り当て）

１．甲は、本株式交換に際して、本株式交換がその効力を生ずる時点の直前時（以下「基準時」という。）にお

ける乙の株主名簿に記載又は記録された乙の株主（但し、甲を除く。以下「本割当対象普通株主」という。）に

対し、乙の普通株式に代わり、その所有する乙の普通株式１株につき、甲の普通株式4,363.20株を乗じて得た数

の甲の普通株式を交付する。

２．前項の交付の方法としては、甲は、本株式交換に際して、本割当対象普通株主に対し、その有する乙の普通

株式１株につき、甲の普通株式4,363.20株の割合をもって、甲の普通株式を割り当てる。

３．前二項に従い本割当対象普通株主に対して甲が割当て交付しなければならない甲の普通株式の数に１株に満

たない端数があるときは、甲は、会社法第234条の規定に従い処理する。

 

第４条（甲の資本金及び準備金の額に関する事項）

本株式交換により増加する甲の資本金及び準備金の額は、会社計算規則第39条の規定に従い甲が別途適当に定め

る金額とする。

 

第５条（効力発生日）

本株式交換がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2022年10月14日とする。但し、本株式交

換の手続上の必要性その他の事由により必要な場合には、甲乙が協議し合意の上、これを変更することができる。

 

第６条（株式交換承認総会）

１．甲は、会社法第796条第２項の規定により、本契約につき同法第795条第１項に定める株主総会の決議による

承認を得ることなく、本株式交換を行う。但し、同法第796条第３項の規定により、本株式交換に関して甲の株

主総会による本契約の承認を得ることが必要となった場合には、甲は、効力発生日の前日までに、本契約の承認

及び本株式交換に必要な事項に関する甲の株主総会決議を求める。

２．乙は、効力発生日の前日までに、本契約につき会社法第783条第１項に定める株主総会の決議による承認を求

める。

 

第７条（自己株式の消却）
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乙は、基準時において保有する自己株式（本株式交換に際して行使される会社法第785条第１項に定める反対株主

の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得するものを含む。）の全部を、効力発生日の前日までに開催する

乙の取締役会決議により、基準時をもって消却する。

 

第８条（剰余金の配当の制限）

乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、乙の株主に対していかなる剰余金の配当も行わない。

 

第９条（会社財産の管理等）

甲及び乙は、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、善良なる管理者の注意をもって、それぞれ業務を

執行し、かつ一切の財産を管理するものとし、各々の財産又は権利義務に重大な影響を及ぼすおそれのある行為を

行う場合には、あらかじめ甲乙協議し合意の上、これを行うものとする。

 

第10条（株式交換費用）

本株式交換に必要な費用は、すべて甲の負担とする。

 

第11条（株式交換条件の変更及び本契約の解除）

１．本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、本株式交換に関して、甲又は乙の取締役又は監査役が善管

注意義務に違反するおそれがあると合理的に判断する場合その他本契約に従った本株式交換の実行の支障となり

得る重大な事象が発生又は判明した場合、甲及び乙は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除

することができる。

２．前項のほか、本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間、天災地変その他の事由により、甲又は乙の財

産又は経営状態に重大な変動が発生した場合、若しくは隠れたる重大な瑕疵が発見された場合には、甲及び乙

は、速やかに誠実に協議し合意の上、本契約を変更又は解除することができる。

 

第12条（本契約の効力）

本契約は、効力発生日の前日までに、第６条に定める甲若しくは乙の株主総会の決議による承認を得られなかっ

た場合、前条に従い本契約が解除された場合、又は法令に定める関係官庁の承認等が得られない場合には、その効

力を失うものとする。

 

第13条（協議事項）

本契約に定めるもののほか、本株式交換に必要な事項は、本契約の目的及び趣旨に従って、甲乙協議し合意の

上、これを定めるものとする。

 

以上、本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙がそれぞれ記名押印の上、各１通を保有する。

 

2022年８月25日

 

（甲）　東京都中央区日本橋一丁目17番６号

株式会社岡三証券グループ

取締役社長　新芝　宏之　 ㊞

 

（乙）　東京都中央区日本橋本町四丁目11番５号

岡三ビジネスサービス株式会社

取締役社長　渕上　貴広　 ㊞
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(4)本株式交換に係る割当ての内容の算定根拠等

①割当ての内容の算定根拠

当社及び対象子会社４社は、本株式交換比率の公正性・妥当性を確保するため、当社及び対象子会社４社から独立し

た第三者算定機関に株式交換比率の算定を依頼することとし、TYコンサルティング株式会社（以下「TYC」という。）

を選定いたしました。

また、岡三にいがた証券は、別途、当社及び岡三にいがた証券から独立した第三者算定機関に株式交換比率の算定を

依頼することとし、郡司公認会計士事務所を第三者算定機関に選定いたしました。

当社においては、当社の第三者算定機関であるTYCから受領した「株式交換比率試算検討報告書」等を踏まえ、慎重

に検討した結果、本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判断しました。

TYCは、当社については、当社が、株式会社東京証券取引所プライム市場及び株式会社名古屋証券取引所プレミア市

場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価法（諸条件を勘案し、評価基準日である2022年８月24

日、評価基準日から遡る１週間、１ヶ月間の終値を出来高で加重平均した値）を採用して算定を行いました。

対象子会社４社については、対象子会社４社が非上場会社であり市場株価が存在しないこと及び当社連結子会社であ

ることに鑑み、その客観性を確保するため、以下の方法により算定を行いました。

 

岡三にいがた証券

岡三にいがた証券については、比較可能な上場類似会社が存在することから類似会社比較法を採用し、また、類似会

社比較法においては、EV/EBIT・EBITDA倍率法及び簿価純資産倍率法により算定を行いました。

当社の普通株式の１株当たり株式価値を１とした場合の岡三にいがた証券の普通株式の評価レンジは、以下のとおり

となります。

採用手法
株式交換比率

当社 岡三にいがた証券

市場株価法 類似会社比較法

EV/EBIT・EBITDA

倍率法
6.72 ～ 7.76

簿価純資産倍率法 5.10 ～ 5.86

 

他方、岡三にいがた証券においては、岡三にいがた証券の第三者算定機関である郡司公認会計士事務所から受領した

「株式交換比率算定報告書」等を踏まえ、慎重に検討した結果、本株式交換比率は当該算定結果の範囲内であること

から合理的な水準であり、本株式交換比率により本株式交換を行うことが妥当であると判断したとのことです。

 

三晃証券

三晃証券については、比較可能な上場類似会社が存在することから類似会社比較法を採用し、また、類似会社比較法

においては、三晃証券は直前事業年度において営業損失を計上しており営業損益に減価償却費を加算したEBITDAもマ

イナスであることから、簿価純資産倍率法により算定を行いました。

当社の普通株式の１株当たり株式価値を１とした場合の三晃証券の普通株式の評価レンジは、以下のとおりとなりま

す。

採用手法
株式交換比率

当社 三晃証券

市場株価法 類似会社比較法 簿価純資産倍率法 30.24 ～ 34.76

 

三縁証券

三縁証券については、比較可能な上場類似会社が存在することから類似会社比較法を採用し、また、類似会社比較法

においては、EV/EBIT・EBITDA倍率法及び簿価純資産倍率法により算定を行いました。

当社の普通株式の１株当たり株式価値を１とした場合の三縁証券の普通株式の評価レンジは、以下のとおりとなりま

す。

採用手法
株式交換比率

当社 三縁証券
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市場株価法 類似会社比較法

EV/EBIT・EBITDA

倍率法
8.60 ～ 9.92

簿価純資産倍率法 5.62 ～ 6.47

 

岡三ビジネスサービス

岡三ビジネスサービスについては、比較可能な上場類似会社が存在しないことから、修正簿価純資産法を採用して算

定を行いました。

当社の普通株式の１株当たり株式価値を１とした場合の岡三ビジネスサービスの普通株式の評価レンジは、以下のと

おりとなります。

採用手法
株式交換比率

当社 岡三ビジネスサービス

市場株価法 修正簿価純資産法 3,969.46 ～ 4,756.93

 

②算定の経緯

当社及び対象子会社４社は、上記のそれぞれにおける検討を踏まえ、各社の財務状況、業績動向、株価動向等を総合

的に勘案の上、慎重に検討し、交渉・協議を重ねた結果、本株式交換比率が妥当であり、当社及び対象子会社４社の

株主の利益を損ねるものではないとの判断に至ったため、本株式交換比率により本株式交換を行うことについて、

2022年８月25日に開催された当社及び対象子会社４社の取締役会の決議に基づき、当社及び対象子会社４社との間で

本株式交換契約を締結いたしました。

 

③算定機関との関係

第三者算定機関であるTYCは、当社及び対象子会社４社の関連当事者には該当せず、本株式交換に関して記載すべき

重要な利害関係を有しません。

また、第三者機関である郡司公認会計士事務所は、当社及び岡三にいがた証券の関連当事者には該当せず、本株式交

換に関して記載すべき重要な利害関係を有しません。

 

（5）本株式交換後の株式交換完全親会社となる会社の商号、本店の所在地、代表者の氏名、資本金の額、純資産の額、

総資産の額及び事業の内容

商号 株式会社岡三証券グループ

本店の所在地 東京都中央区日本橋一丁目17番６号

代表者の氏名 取締役社長 新芝　宏之

資本金の額 18,589百万円

純資産の額 現時点では確定しておりません。

総資産の額 現時点では確定しておりません。

事業の内容 持株会社

 

以　上

EDINET提出書類

株式会社岡三証券グループ(E03756)

臨時報告書

16/16


	表紙
	本文
	１提出理由
	２報告内容

